
議案第１３号

渋川市立幼稚園保育料等徴収条例等の一部を改正する条例を次のように制

定する。

令和５年２月２７日提出

渋川市長 髙 木 勉

渋川市立幼稚園保育料等徴収条例等の一部を改正する条例

（渋川市立幼稚園保育料等徴収条例の一部改正）

第１条 渋川市立幼稚園保育料等徴収条例（平成１８年渋川市条例第１０１

号）の一部を次のように改正する。

第３条中「保育料等」を「保育料」に、「月末」を「末日までに」に、

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、「をいう」

の次に「。以下同じ」を加え、同条に次の１項を加える。

２ 預かり保育料は、翌月末日までにその月分を教育・保育給付認定保護

者から徴収する。

（渋川市保育所条例の一部改正）

第２条 渋川市保育所条例（平成１８年渋川市条例第１２８号）の一部を次

のように改正する。

第４条第１項を次のように改める。

保育所を利用させた子どもの保育等に要する費用（以下「保育料等」

という。）は、その教育・保育給付認定保護者（子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号）第２０条第４項に規定する教育・保育給付

認定保護者をいう。）又は扶養義務者から徴収する。ただし、市長は、

渋川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関す

る条例（平成２９年渋川市条例第１０号。以下「利用者負担条例」とい

う。）第４条の規定に基づき、保育料を減額し、又は免除することがで

きる。

第４条第２項中「渋川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

利用者負担に関する条例（平成２９年渋川市条例第１０号）」を「利用者

負担条例」に改め、同条第３項中「延長保育の保育料」を「通常の保育時



間外に実施する保育に要する費用（以下「延長保育料」という。）」に改

め、同条第４項中「一時預かりの利用料」を「児童福祉法第６条の３第７

項に規定する一時預かり事業に要する費用（以下「一時預かり利用料」と

いう。）」に改め、同条第５項中「保育料、延長保育の保育料及び一時預

かりの利用料（以下「保育料等」という。）」を「保育料等」に改め、同

項第３号中「一時預かりの提供を受けた日」を「当日」に改め、同条第６

項中「者」を「場合」に改める。

別表中「児童」を「子ども」に改める。

（渋川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関す

る条例の一部改正）

第３条 渋川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に

関する条例（平成２９年渋川市条例第１０号）の一部を次のように改正す

る。

第３条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に

改める。

（渋川市立認定こども園条例の一部改正）

第４条 渋川市立認定こども園条例（令和２年渋川市条例第９号）の一部を

次のように改正する。

第２条第１項第１号中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」

に改め、同項第２号中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に

改め、同項第３号中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に改

める。

第６条第１項本文中「に入園させた」を「を利用させた」に、「保育に

」を「保育等に」に、「保育料」を「保育料等」に改め、「その」の次に

「教育・保育給付認定保護者（支援法第２０条第４項に規定する教育・保

育給付認定保護者をいう。）又は」を加え、同条第３項中「（以下「延長

保育」という。）の保育料」を「に要する費用（以下「延長保育料」とい

う。）」に改め、同条第４項中「（以下「一時預かり（一般型）」という

。）の利用料」を「に要する費用（以下「一時預かり（一般型）利用料」

という。）」に改め、同条第５項中「（以下「一時預かり（幼稚園型）」



という。）の利用料」を「に要する費用（以下「一時預かり（幼稚園型）

利用料」という。）」に改め、同条第６項中「保育料、延長保育の保育料

、一時預かり（一般型）の利用料及び一時預かり（幼稚園型）の利用料（

以下「保育料等」という。）」を「保育料等」に改め、同項第２号中「延

長保育の保育料」を「延長保育料」に改め、同項第３号中「の利用料 一

時預かり（一般型）の提供を受けた日」を「利用料 当日」に改め、同項

第４号中「の利用料 毎月末日」を「利用料 翌月末日」に改め、同条第

７項中「子どもの扶養義務者」を「場合」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条中渋川市立認定こど

も園条例第２条の改正規定は、令和５年４月１日から施行する。

理 由

子ども・子育て支援法の一部改正に伴い、所要の改正をしようとするもの

である。



渋川市立幼稚園保育料等徴収条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市立幼稚園保育料等徴収条例（平成１８年渋川市条例第１０１号）の一部改正

（第１条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（徴収時期） （徴収時期）

第３条 保育料 は、毎月末日までにその月分を教育・保育給付認定保護者 第３条 保育料等は、毎月月末 その月分を支給認定保護者

（子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２０条第４項に規 （子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２０条第４項に規

定する教育・保育給付認定保護者をいう。以下同じ。）から徴収する。 定する支給認定保護者 をいう 。）から徴収する。

２ 預かり保育料は、翌月末日までにその月分を教育・保育給付認定保護者

から徴収する。
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渋川市立幼稚園保育料等徴収条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市保育所条例（平成１８年渋川市条例第１２８号）の一部改正

（第２条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（保育料等） （保育料等）

第４条 保育所を利用させた子どもの保育等に要する費用（以下「保育料等 第４条 保育所に入所させた乳児及び幼児（以下「児童」という。）の保育

」という。）は、その教育・保育給付認定保護者（子ども・子育て支援法 に要する費用（以下「保育料」という。）は、その支給認定保護者（子ど

（平成２４年法律第６５号）第２０条第４項に規定する教育・保育給付認 も・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２０条第４項に規定する

定保護者をいう。）又は扶養義務者から徴収する。ただし、市長は、渋川 支給認定保護者をいう。）から徴収する。ただし、市長は、保育料を負担

市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条例 する能力のない者に対しては、その申請によって、保育料の一部又は全部

（平成２９年渋川市条例第１０号。以下「利用者負担条例」という。）第 を減額し、又は免除することができる。

４条の規定に基づき、保育料を減額し、又は免除することができる。

２ 保育料の額は、利用者負担条例 ２ 保育料の額は、渋川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利

に定める利用者 用者負担に関する条例（平成２９年渋川市条例第１０号）に定める利用者

負担額とする。 負担額とする。

３ 通常の保育時間外に実施する保育に要する費用（以下「延長保育料」と ３ 延長保育の保育料

いう。）の額は、日額２００円とし、月額上限を３，０００円とする。 の額は、日額２００円とし、月額上限を３，０００円とする。

４ 児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預かり事業に要する費用（ ４ 一時預かりの利用料

以下「一時預かり利用料」という。）の額は、別表のとおりとする。 の額は、別表のとおりとする。

５ 保育料等 ５ 保育料、延長保育の保育料及び一時預かりの利用料（以下「保育料等」

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日までに という。）は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日までに

納付しなければならない。 納付しなければならない。

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略）

（３） 一時預かり利用料 当日 （３） 一時預かり利用料 一時預かりの提供を受けた日

６ 前項の規定にかかわらず、退園する場合は、退園する日までに保育料等 ６ 前項の規定にかかわらず、退園する者 は、退園する日までに保育料等

を納付しなければならない。 を納付しなければならない。

別表（第４条関係） 別表（第４条関係）

一時預かり利用料 一時預かり利用料

（単位：円） （単位：円）

利用者の区分 子ども１人当たり利用料（日額） 利用者の区分 児童 １人当たり利用料（日額）

市内 市外 市内 市外

４時間以上 ４時間未満 ４時間以上 ４時間未満 ４時間以上 ４時間未満 ４時間以上 ４時間未満

緊急預かり事業 ２，５００ １，５００ ３，５００ ２，５００ 緊急預かり事業 ２，５００ １，５００ ３，５００ ２，５００
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（略） （略）

備考 （略） 備考 （略）
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渋川市立幼稚園保育料等徴収条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条例（平成２９年渋川市条例第１０号）の一部改正

（第３条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（利用者負担額） （利用者負担額）

第３条 法第２７条第３項第２号、第２８条第２項各号、第２９条第３項第 第３条 法第２７条第３項第２号、第２８条第２項各号、第２９条第３項第

２号及び第３０条第２項各号（法附則第９条第１項の適用がある間は、同 ２号及び第３０条第２項各号（法附則第９条第１項の適用がある間は、同

項第１号イ、第２号イ（１）及びロ（１）並びに第３号イ（１）及びロ（ 項第１号イ、第２号イ（１）及びロ（１）並びに第３号イ（１）及びロ（

１））に規定する教育・保育給付認定保護者の属する世帯の所得の状況そ １））に規定する支給認定保護者 の属する世帯の所得の状況そ

の他の事情を勘案して市が定める額は、それぞれ当該規定の政令で定める の他の事情を勘案して市が定める額は、それぞれ当該規定の政令で定める

額を限度として、規則で定める。 額を限度として、規則で定める。

２ （略） ２ （略）
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渋川市立幼稚園保育料等徴収条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市立認定こども園条例（令和２年渋川市条例第９号）の一部改正

（第４条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 各号に定めるところによる。

（１） １号認定子ども 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５ （１） １号認定子ども 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「支援法」という。）第１９条第１号 の支給認定を受け 号。以下「支援法」という。）第１９条第１項第１号の支給認定を受け

た子ども た子ども

（２） ２号認定子ども 支援法第１９条第２号 の支給認定を受け （２） ２号認定子ども 支援法第１９条第１項第２号の支給認定を受け

た子ども た子ども

（３） ３号認定子ども 支援法第１９条第３号 の支給認定を受け （３） ３号認定子ども 支援法第１９条第１項第３号の支給認定を受け

た子ども た子ども

（４）・（５） （略） （４）・（５） （略）

２ （略） ２ （略）

（保育料等） （保育料等）

第６条 こども園を利用させた子どもの保育等に要する費用（以下「保育料 第６条 こども園に入園させた子どもの保育に 要する費用（以下「保育料

等」という。）は、その教育・保育給付認定保護者（支援法第２０条第４ 」という。）は、その

項に規定する教育・保育給付認定保護者をいう。）又は扶養義務者から徴 扶養義務者から徴

収する。ただし、市長は、渋川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育 収する。ただし、市長は、渋川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の利用者負担に関する条例（平成２９年渋川市条例第１０号。以下「 事業の利用者負担に関する条例（平成２９年渋川市条例第１０号。以下「

利用者負担条例」という。）第４条の規定に基づき、保育料を減額し、又 利用者負担条例」という。）第４条の規定に基づき、保育料を減額し、又

は免除することができる。 は免除することができる。

２ （略） ２ （略）

３ 通常の保育時間外に実施する保育に要する費用（以下「延長保育料」と ３ 通常の保育時間外に実施する保育（以下「延長保育」という。）の保育

いう。）の額は、日額２００円とし、月額上限を３，０００円とする。 料 の額は、日額２００円とし、月額上限を３，０００円とする。

４ 児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預かり事業に要する費用（ ４ 児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預かり事業（以下「一時預

以下「一時預かり（一般型）利用料」という。）の額は、別表のとおりと かり（一般型）」という。）の利用料 の額は、別表のとおりと

する。 する。

５ １号認定子どもに係る教育課程の時間外に行う一時的な預かりに要する ５ １号認定子どもに係る教育課程の時間外に行う一時的な預かり（以下「

費用（以下「一時預かり（幼稚園型）利用料」という。）の額は、日額１ 一時預かり（幼稚園型）」という。）の利用料 の額は、日額１

００円とする。ただし、長期休業期間中は、日額２００円とする。 ００円とする。ただし、長期休業期間中は、日額２００円とする。
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６ 保育料等 ６ 保育料、延長保育の保育料、一時預かり（一般型）の利用料及び一時預

は、次の各号に かり（幼稚園型）の利用料（以下「保育料等」という。）は、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める日までに納付しなければならない。 掲げる区分に応じ、当該各号に定める日までに納付しなければならない。

（１） （略） （１） （略）

（２） 延長保育料 翌月末日 （２） 延長保育の保育料 翌月末日

（３） 一時預かり（一般型）利用料 当日 （３） 一時預かり（一般型）の利用料 一時預かり（一般型）の提供を

受けた日

（４） 一時預かり（幼稚園型）利用料 翌月末日 （４） 一時預かり（幼稚園型）の利用料 毎月末日

７ 前項の規定にかかわらず、退園する場合 は、退園する日 ７ 前項の規定にかかわらず、退園する子どもの扶養義務者は、退園する日

までに保育料等を納付しなければならない。 までに保育料等を納付しなければならない。


